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第 は じ め に
訴因変更の要否に関する重要判例として，最高裁判所平成 13 年 4 月 11 日第























































































































 平成 13 年決定前の判例の動向

















































3 号）として処理した裁判例（最決昭和 25 年 6月 8日刑集 4 巻 6号 972 頁，最判
昭和 29年 8月 20日刑集 8巻 8号 1249頁，東京高判昭和 45 年 10月 12 日高刑集 23
巻号 737 頁，名古屋高判昭和 46年 8月 5 日高刑集 24 巻 3 号 483 頁）がある一方
で，単なる訴訟手続の法令違反（379条）として処理した裁判例（東京高判昭和
24 年 12 月 22 日高刑集 2 巻 3 号 318頁，高松高判昭和 27 年 9月 25 日高刑集 5 巻 12
号 2071 頁，最決昭和 32 年 7 月 19日刑集 11 巻 7 号 2006頁，最判昭和 36年 6月 13
日刑集 15 巻 6号 961 頁，大阪高判昭和 46年 5 月 28日高刑集 24 巻 2 号 374 頁，東
京高判昭和 54 年 2 月 8日高刑集 32 巻 1 号 1 頁，東京高判昭和 55 年 5 月 29日判タ
426号 193 頁，東京高判平成 15 年 5 月 14 日判時 1857 号 145 頁，東京高判平成 15 年
10月 22 日東時 54 巻 1〜12 号 75 頁，福岡高判平成 16年 10月 8日高刑速報平成 16








































） 大澤裕，植村立郎「共同正犯の訴因と訴因変更の要否」法教 324 号 80頁
一連の判例の態度が前記のとおりであっても，看過できない不都合が顕在化す
ることはなかったものと思われる。

















































































及んだ。被告人が前記死体遺棄事件で逮捕された昭和 63 年 8月 19日から起算
すると，第 1審判決（懲役 12 年・未決勾留日数 2300日本刑算入。現住建造物等放
火及び詐欺事件 1件につき無罪。求刑は懲役 20年。）の宣告までに約 7 年 3 か月，




16） 香城敏麿「訴因制度の構造（中）」判時 1238号 8頁
17） 岩瀬徹「訴因変更の要否」刑事訴訟法判例百選〔第六版〕88頁
18） 堀江前掲注 14）595 頁
殺害しようと企て，昭和 63 年 7 月 24 日ころ，青森県大字合子沢所在の産業廃
棄物最終処分場付近道路に停車中の普通乗用自動車内において，Ｂに対し，殺
意をもってその頸部をベルト様のもので絞めつけ，よって，そのころ，同人を
窒息死させて殺害した」（昭和 63 年 9月 19日付け起訴状）とされ，Ｂ殺害の実
行行為者は明示されていなかったのが，第 1審係属中に検察官が訴因変更請求
し，「被告人は，Ａと共謀の上，Ｂを殺害しようと企て，昭和 63 年 7 月 24 日




た」（平成 6年 3 月 11 日付け訴因変更請求書）という事実に変更された。そして，
第 1審裁判所は，関係各証拠から，Ｂ殺害に被告人及びＡ以外の第三者の関与
した可能性は否定できるが，Ｂ殺害の実行行為者が被告人であったとは断じ難
いとして，「被告人は，Ａと共謀の上，Ｂを殺害しようと企て，昭和 63 年 7 月
24 日夕刻から被告人，Ａ，Ｂの 3名で青森市安方 2丁目所在の飲食店で飲食
















































































 平成 13 年決定の意義



























































るとする20)。前記のとおり，被告人が，第 1 審公判の冒頭から起訴された 4
件全てについて全面的に争ったため，公判審理は多数回に及んだ。第 1審判決






























不告不理の原則違反として処理した例（前記最決昭和 25 年 6月 8日，前記最判昭









第 平成 13 年決定の具体的射程








































































































































































































































































































































ない場合に関する裁判例として，⒜東京高判昭和 56年 7月 15 日判時 1023 号 138頁，⒝
東京高判昭和 59年 8月 7 日判時 1155 号 303 頁，⒞大阪高判昭和 56年 7 月 27 日判タ
454 号 166頁がある。⒜及び⒝は，訴因変更を不要としたのに対し，⒞は，訴因変更を
必要と判断した。しかし，⒜は，厳密には共謀態様の変動ではなく，実行共同正犯と釈
明された被告人につき，現場共謀による共同正犯を認定した事例といえようが，「原審に
おいては，本件集団の行動及び被告人らの関与の有無等について審理がなされ，証拠調
の結果，原判決は，被告人らが他の共謀関係にある共犯者らとほぼ終始行動を共にし，
その間に犯行がなされたが被告人らが直接犯行そのものに関与したか否か不明であると
し，いわゆる現場共謀にもとづく犯罪の成立を認めているのであって，いわゆる事前共
謀による共同正犯を認定しているものではないから，本件における審理の経過等にかん
がみるときは，原判決が訴因変更の手続をとることなく被告人らに対し現場共謀による
共同正犯の責任を問うても，被告人らの防御権を無視し不意打ちを与えたものとはいえ
ず，所論の非難は当らない。」と判示する。また，⒝は，「訴因が被告人両名は当初から
金品強取を共謀して行動したとするのに対し，原判決は，両名が当初から金品強取の意
図・共謀のもとに犯したと認定するには合理的な疑いが残るとして，共謀の成立時期を
前記のとおりに認定したもので，原判決の限度で検察官の主張を肯認する趣旨のものと
認められる。そうしてみると，原判決の右認定はいわゆる縮小認定とみることができる
のであって，原判示事実は訴因の事実におおむね包含されており，あらかじめ訴因変更
の手続を経なければその認定が許されないほど訴因の事実と異なるものとは認められな
い。のみならず，原審において，被告人両名の弁護人は，被告人両名の強盗の犯意及び
共謀を否定し，被告人Ａは，Ｖに対する暴行が終了した後に財物奪取の意思を生じたも
のであると主張し，証人Ｖや被告人両名らに対し事案の全般にわたって詳細な質問をす
るなど，十分に防御を講じ，強盗致傷罪の成立を争っており，単に本件発生の発端とな
った前記路上での被告人ＡとＶとの応酬や同人らがトンネル内に入った経緯，目的のみ
が攻防の対象とされたのではないことが認められるから，原判決の認定が被告人らに対
して不意打ちであったとは考えられない。」と判示する。両判決の判示内容に鑑みれば，
両判決は，共謀態様が変動する場合，これに伴い被告人に帰責される実行行為や結果の
範囲が変わるか否かにかかわらず，平成 13 年決定の基準の類型ⅱの「被告人の防御上重
要な事実が変動する場合」に当たると解する立場に矛盾しないばかりか，むしろ類型ⅲ
も含めよく整合する判示といえるように思われる。
リバイ主張に直結し，あるいは，量刑に影響を及ぼし得る重要事項であり，被
告人は，通常攻撃防御の変更を迫られることになるから，前記基準の類型ⅱ
「被告人の防御上重要な事実の変動」に当たると解すべきである。また，共謀
共同正犯の成否が問題となる事案で，帰責の根源たる共謀態様が変動する場合
も，類型ⅱ「被告人の防御上重要な事実の変動」に当たり，いずれの場合もⅲ
審理経過等から被告人に不意打ちを与えず，かつ，認定事実が訴因に比べて被
告人に不利益でないといえない限り，訴因変更を要すると解することになる。
私見に対しては，類型ⅰの射程範囲が狭すぎるとの批判もあり得よう。例え
ば，堀江慎司教授は，「言葉の純粋な意味での『他の犯罪事実との識別』に要
する事実のみが，13 年決定にいう『訴因の記載として不可欠な事項』を意味
するのだとすれば，例えば特定の被害者に対する殺人罪について，訴因に記載
された犯行の日時等と認定しようとする日時等とがいかに大きく離隔しようと
も，識別に影響しない以上，絶対的に訴因変更手続が要求されることにはおよ
そならない 具体的な審理経過次第では訴因変更を不要としうる という
帰結になりそうであるが，これは不当と思われる。やはり前述したように，
『特定構成要件に該当することの確信を裁判所に抱かせうるに足る（最低限の）
具体的事実（の絞り込み）』も『訴因の記載として（審判対象の設定のために）
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31） 共謀の意義については，謀議行為と捉える客観説と共同遂行の合意と捉える主観説の
対立があり，判例実務は，主観説にて運用されていると解されている。主観説に立った
場合，謀議行為は，要証事実である共謀を推認させる間接事実という位置付けになり，
謀議行為の日時・場所，謀議の具体的な内容などは，訴因に記載する必要はなく，事前
共謀に基づく共同犯行であれ，現場共謀に基づく共同犯行であれ，訴因上は単に「共謀
の上」と記載される。筆者は，本文記載のとおり，共謀態様は変動するが，これにより
実行行為や結果の範囲が変わらない場合も，訴因変更が必要になるとする立場であるが，
この場合，訴因変更を要するといっても，変更の前後において，訴因の形式的記載は変
わらない。このようなケースについて訴因変更を行った経験はないが，実際の変更手続
を書面にて行う意味は乏しく，被告人が在廷する公判廷において，口頭で共謀態様の変
更に係る訴因変更を行い，検察官が改めての冒頭陳述において，変更後の共謀を基礎付
ける間接事実等を具体的に主張し，その上でこれらをめぐる攻撃防御を展開していくこ
とになろうか。訴因の形式的記載は変わらないので，訴因変更の手続自体に固執する必
要はなく，適宜の方法で争点明確化の措置が講じられれば，特段の不都合はないように
思われる。
不可欠な事項』というべきであり，そしてこう解した場合には，殺人罪の日時
等の変動が，場合によっては絶対的要訴因変更事項に該当することもあり得
る。」とする。しかし，他方で「『確信を抱かせうるに足りる具体的事実』の摘
示のために，最低限どこまで事実を絞り込むことを必要か 逆にいえば，最
大限許される事実の幅の限度如何 は，結局のところ事案ごとの個別的判断
によらざるをえない。従って，ある事実の変動が絶対的要訴因変更事項の変動
にあたるか否かは，個々の事案の事情を抜きにして一義的に決まるわけではな
い。それゆえ，例えば，およそ『犯行の日時』（の変動）は『訴因の記載とし
て不可欠な事項』（の変動）にあたるか，といった形での議論は，必ずしも適
切ではない。」というのである。堀江教授の見解は，示唆に富むが，各類型の
具体的射程に関する考察内容としては，私見を是としたい。前記のとおり，平
成 13 年決定の一つの眼目として，訴因変更をめぐる法的安定性の向上が挙げ
られようが，「訴因に記載した日時等の変動は，絶対的要訴因変更事項に当た
り得るが，実際に該当するか否かは事案ごとの個別的判断によらざるを得な
い。」というのでは，平成 13 年決定の各類型の射程範囲の不明確化及び訴因明
示運用の消極化を招き，訴因変更の運用如何によっては，訴因変更をめぐる法
的安定性や公判審理の充実・迅速の要請が損なわれるおそれがあると思われる。
平成 13 年決定の各類型の具体的射程を考察する上では，何より訴因変更をめ
ぐる法的安定性の向上を重視すべきである。法的安定性に加え，訴因逸脱認定
に対する対応のあるべき方向性が前記の二つの見解に収斂されるであろうこと
を踏まえれば，各類型の分水嶺には，簡明な指標を用いるのが相当であると思
われる。私見が，審判対象たる訴因の中核的要素を特別構成要件に該当する事
実と捉え，適用罰条に変更をもたらす事実の変動の有無を指標に据えるのはこ
の趣旨である。平成 13 年決定は，訴因変更の要否の限界を審判対象の画定機
能の見地からのみ画するものではなく，判断枠組みとして類型ⅱを設定し，被
告人の防御上の利益等にも配慮しているのであり，今後も刑事訴訟実務におけ
る訴因変更が予防法学的アプローチで運用されるであろうことを併せ考慮すれ
ば，訴因変更範囲の狭隘化による不都合等が生じることは，まずないといえる
ように思われる。
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以上，平成 13 年決定の意義及び定立基準の各類型の具体的射程について筆
者の考察を明らかにした。前記のとおり，今後，本決定が定立した一般的基準
等に沿った裁判例が集積され，訴因変更の要否や派生する訴因逸脱認定の問題
等をめぐる法定安定性が向上することが期待されるところ，法曹を目指し昼夜
机に向かう学生諸氏が拙稿を手に取り，訴因変更の要否等に関する理解を深め，
あるいは，本決定の具体的射程論を検討・論議する際の一つのたたき台等とし
て活用いただければ幸いである32)。
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32） 最後に，防御の「御」及び審判対象画定の「画」の字について，引用文献によっては，
「禦」，「確」を用いるものも存したが，拙稿では，平成 13 年決定にあわせ「御」，「画」
で統一した。
